
事務事業評価シートの見方と入力方法
【ACTION】

（１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30） （31） （32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47） （48） （49） （50） （51） （52） （53）

※ ⻩⾊に⾊塗りされたセルに入力してください（入力すると⾊なしになります。）／前年度入力済の個所についても、改めて確認をしていただき、修正等あれば変更をお願いします。

（１）担当課 現在当該事務事業を所管している担当課名を記載します。 【成果（アウトカム）】
主要成果指標（アウトカム指標） 事業目的の最終的な成果や影響などの達成度を測る指標を設定します。

（２）事業No.担当係 現在当該事務事業を所管している担当係名を記載します。 複数の指標が設定される場合には、測定意義が大きく、かつ継続的に評価可能な指標一つに絞って記載します。
一つに絞ることが難しい場合には、右側に続く非表示の補足指標欄を使用します。

（３）事務事業№ 事務事業全体の通し番号を記載します。 ※事務区分が自治事務（市の裁量あり）の場合に設定します。
（31）指標名 当該事務事業の成果指標の名称を記載します。

（４）事務事業名 当該事務事業の名称（予算事業名と一致）を記載します。 （32）目標値 最終目標値に向けた当該年度における目標値を記載します。
（33）直近3年間の実績（R４実績値） 令和４年度における実績値を記載します。

（５）3つのまちの姿 第６次総合計画において該当するまちの姿をプルダウンから選択します（該当しない場合は非該当を選択）。 （34）直近3年間の実績（R５実績値） 令和５年度における実績値を記載します。
（35）直近3年間の実績（R６実績値） 令和６年度における実績値を記載します。

（６）関係分野（基本計画） 第６次総合計画において該当する関連分野（基本計画）をプルダウンから選択します（該当しない場合は非該当を選択）。 （36）目標の算出根拠 当該成果指標を設定した根拠や理由を記載します。
（37）実績値 当該年度末時点における実績値を記載します。

（７）重点施策 （６）の基本計画において該当する重点分野をプルダウンから選択します（該当しない場合は非該当を選択）。 （38）達成度 目標値に対する実績値の達成率が表示されます（自動計算）。

（８）最重点／推進 （６）の基本計画において最重点事業の場合は「最重点」を、推進事業の場合は「推進」をプルダウンから選択します（該当しない場合は非該当を選択）。※施策評価シート参照 （39）課題と今後の取組 当該事務事業を実施する上で課題となる事項があればその内容と、その解決のための具体的な取組や改善方法等を記載します。

（９）関連計画 当該事務事業に関連する計画や指針等を記載します。
【評価フラグ】

（10）事業開始年度 当該事務事業の開始年度を記載します（不明な場合はー）。※H30、R２など ＜自動表示フラグ＞
（40）〜（44）自動表示 （38）までの入力により自動的に表示されます。

（11）事業の実施主体 当該事務事業の実施主体をプルダウンから選択します。 ＜担当課入力フラグ＞
・市(直営) :市が直接事業を実施する。 （45）⺠間代替の可能性あり 当該事務事業の性質上、⺠間代替の可能性がある場合は○を、該当しない場合はハイフン（-）をプルダウンから選択します。
・市(委託) :業者委託により事業を実施する。 （46）制度開始又は大幅見直しから 当該事務事業を開始してから又は大幅に見直してから10年以上経過している場合は○を、該当しない場合はハイフン（-）を
・市(直営・委託) :市が直接事業を実施する部分と、業者委託により事業を実施する部分がある。 10年以上 プルダウンから選択します。
・補助等(交付先) :補助金や負担金の交付を受けた団体等が事業を実施する。 （47）総合評価 （40）〜（46）の評価フラグの○の数によって、自動的に評価結果が表示されます。
・市・補助金(直営・交付先) :市が直接事業を実施する部分と、補助金や負担金の交付を受けた団体等が事業を実施する部分がある。
・市・補助金(委託・交付先) :業者委託により事業を実施する部分と、補助金や負担金の交付を受けた団体等が事業を実施する部分 評価結果

 がある。 A（継続可）
・市・補助金(直営・委託・交付先) :市が直接事業を実施する部分と、業者委託により事業を実施する部分、補助金や負担金の交付を受けた B（改善検討）

 団体等が事業を実施する部分がある。 C（縮小・統合検討）
D（廃止検討） ※D（廃止検討）の評価結果の場合は、継続ありきではない、積極的な見直しを行ってください。

（12）事務区分 当該事務事業の事務区分をプルダウンから選択します。
・自治（あり） ：自治事務（市の裁量あり）の場合 ⇒成果指標（アウトカム指標）の設定あり 【今後の方向性】
・自治（なし） ：自治事務（市の裁量なし）の場合 ⇒成果指標（アウトカム指標）の設定なし ＜課⻑＞
・法定受託 ：法定受託事務の場合 ⇒成果指標（アウトカム指標）の設定なし （48）予算 当該事務事業について、（47）の評価結果及び施策における位置づけ等を踏まえ、予算の今後の方向性をプルダウンから選択します。
※一般事業と一般経費事業について、事業を総括する指標の設定ができない、または難しい場合には自治（なし）を選択します。 （49）人工 当該事務事業について、（47）の評価結果及び施策における位置づけ等を踏まえ、人工の今後の方向性をプルダウンから選択します。

（50）方向性について説明 （48）（49）の今後の方向性を決定した理由について説明します。（47）の評価結果と異なる判断をした場合や拡大・統合の場合はその理由を、
（13）事業目的・事業効果 ①受益者、②当該事務事業の実施目的、③当該事務事業の実施効果を簡潔に記載します。 改善の場合はその改善内容を説明してください。

（14）事業内容 当該事務事業の概要を簡潔に記載します。 プルダウン選択肢
現状維持

（15）関連事業No. 当該事務事業と深く関連する事務事業があれば、その事務事業No.を記載します。
事務事業の統廃合や部署横断的な連携など、組織の最適化を検討する際に使用します。

【投入コスト（インプット）】 事業を実施するために要した事業費と人工を入力します。
＜事業費＞
（16）会計 当該事務事業の会計区分（一般、特別、企業）をプルダウンから選択します。 縮小
（17）予算額 当該事務事業の予算額（単位：千円）を記載します。
（18）うち一財 当該事務事業の予算額のうち一般財源の額（単位：千円）を記載します。
（19）決算額 当該事務事業の決算額（単位：千円）を記載します。 廃止
（20）予算執行率 予算執行率を記載します（自動計算）。
（21）決算額対前年度比率 当該年度決算額／前年度決算額（％）により算出し記載します（小数点以下がある場合は第３位を四捨五入）。 ＜部⻑＞
＜人工＞ 人工計算シートで人工を算出したものをコピーしてください。部⻑・課⻑は含めません。 （51）予算 当該事務事業について、（48）〜（50）の課⻑の決定を踏まえ、予算の今後の方向性をプルダウンから選択します。
（22）正規 当該事務事業の実施に要した正規職員の人工を記載（小数点以下がある場合は第２位を四捨五入）します。 （52）人工 当該事務事業について、（48）〜（50）の課⻑の決定を踏まえ、人工の今後の方向性をプルダウンから選択します。
（23）会計年度 当該事務事業の実施に要した会計年度任用職員の人工を記載（小数点以下がある場合は第２位を四捨五入）します。 （53）２次評価委員会 （51）・（52）での部⻑による確定を行った上で、２次評価委員会による審査が必要と考える場合は、プルダウンから○を選択します。

【活動状況（アウトプット）】
主要活動指標（アウトプット指標） 事業を実施した回数など、事業の実施状況や提供したサービスの量を測る指標を設定します。

複数の指標が設定される場合には、測定意義が大きく、かつ継続的に評価可能な指標一つに絞って記載します。
一つに絞ることが難しい場合には、右側に続く非表示の補足指標欄を使用します。

（24）指標名 当該事務事業の活動指標の名称を記載します。
（25）目標値 最終目標値に向けた当該年度における目標値を記載します。
（26）直近3年間の実績（R３実績値） 令和４年度における実績値を記載します。
（27）直近3年間の実績（R４実績値） 令和５年度における実績値を記載します。
（28）直近3年間の実績（R５実績値） 令和6年度における実績値を記載します。
（29）実績値 当該年度末時点における実績値を記載します。
（30）実績値達成度 目標値に対する実績値の達成率を記載します（自動計算）。
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統合

改善
具体的な見直し条件を説明してください。
※(50)の入力必須です。成果指標の達成に向けた取組内容の変更やターゲットの絞り込みなど、
事業自体の必要性は認められるが、手法やコストに課題があり、改善を前提とする場合に選択します。
目的や手法、成果ともに概ね適正であり、現行どおりに継続する場合に選択します。

目的を達成した、又は社会情勢の変化により妥当性が失われ、当該事業を廃止する場合に選択します。

類似事業と一本化することで、相乗効果や効率化を図る場合に選択します。

※(50)の入力必須です。拡大する必要性などについて具体的な説明をしてください。
需要の増加や高い成果が認められ、より大きな成果を狙うなどの場合に選択します。 

役割が一部終了した、または効率化により規模を縮小して継続する場合に選択します。

※(50)の入力必須です。具体的に統合する（又は想定される）事業名や協議状況を説明してください。
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方向性について説明をお願いします。特に
拡大・統合の場合はその理由を、改善の場
合は改善内容を具体的に入力してくださ
い。


